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現計画の総括と次期計画の幼児教育・保育の量の確保について 

 

〇第１期 子ども子育て支援事業計画の確保状況について 

 27.3 

定員数 

31.4 

定員数 

増分 現計画 
利用希望率 

31.4 

児童数 

31.4 

確保率※ 

計画上の 

確保数 

計画確保数－ 

現定員 

０歳 43 62 19 22.2% 363 17.1% 80 18 

１歳 82 138 56 40.1% 343 40.2% 167 29 

２歳 100 164 64 44.8% 411 39.9% 181 17 

３歳 130 167 37 45.1% 451 37.0% 181 14 

４歳 137 174 37 46.1% 471 36.9% 196 22 

５歳 138 181 43 46.2% 454 39.9% 196 15 

計 630 886 256 ― 2,493 ― 1,001 115 

   ※31.4 の確保率は、計画上の想定児童数ではなく、実数に基づく結果評価。 

 

  ◇確保策の実施状況の内訳 

年度 施設名 種別 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

H27 湘南アイルド逗子保育園 保育所 4 7 7 7 7 8 40 

ごかんのいえ 小規模 A ― 8 10    18 

H28 逗子なないろ保育園 保育所 12 18 20 20 20 20 110 

H29 しらかば逗子乳児園 小規模 A 3 8 8    19 

あにえるち保育室 家庭的 ― 2 3    5 

H30 第 2 あにえるち保育園 小規模 A ― 6 6    12 

逗子幼稚園付属乳児部 小規模 A ― 7 10    17 

H31 逗子幼稚園【乳児部統合】 認定こども園 ― ↑ ↑ 10 10 15 35 

計 19 56 64 37 37 43 256 

  

〇第１期 子ども子育て支援事業計画の確保率【結果評価】 

 ▽待機児童対策としての評価 

  ・H31.4の待機児童数は、従前待機児童の大半を占めていた、１歳・２歳が各１名と効果があった。 

   ※地域型保育事業の新設で、１歳・２歳の定員が多くなるよう協議した。 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31※ 

待機児童数 30 人 4 人 19 人 26 人 8 人 18 人 

   ※H31の待機児童数は、0 歳 9人、３歳７人計 16人と、例年と異なる傾向だった。 

 ▽現計画の方針と対応結果 

  ・H28.4 開所の逗子なないろ保育園(定員 110 名)を対策の柱として、予定通り開所した。 

  ・待機児童の発生状況を見ながら、現計画の範囲内で地域型保育事業の整備の進行管理を行った。 

  ・認定こども園の開所に向けた幼稚園への支援を図り、１園が認定こども園に移行した。 

  ・５年間で、630人の定員を256人の増員を図り、886人となった。概ね、効果的な対策を講じた。 
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〇31.4 入所状況  

 

※31.4 入所数は、市外施設入所児 20名を含む。 

※保留児数は、待機児童数を含む。 

 

〇H31.4 入所状況から見る計画上の確保数の結果評価 

 ◇計画数と実際の入所状況 

  ▽計画通りに施設整備が行われていたら、待機児童は解消していた。 

   ・入所保留児童のほとんど(０歳児１名を除く)も入所可能であった。 

   ・H31.4の特徴として、例年になく 0歳・3 歳の申請が多かった。【次表参照】 

 31.4 

定員数 

計画上の 

確保数 

計画確保数

－現定員 
31.4 

入所数 

31.4 

待機児数 

31.4 

保留児数 

保留児数と

計画数の差 

０歳 62 80 18 72 9 19 1 

１歳 138 167 29 145 1 8 △21 

２歳 164 181 17 172 1 7 △10 

３歳 167 181 14 174 7 11 △3 

４歳 174 196 22 168 0 1 △21 

５歳 181 196 15 153 0 0 ― 

計 886 1,001 115 884 18 46 ― 

 

〇現計画の利用希望率と近年 4月の申込み率の比較【内訳は資料末】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度の利用希望率は、当該年度の実児童数による。 

 31.4 

児童数 

31.4 

入所数※ 

31.4 

定員数 

31.4 

待機児数 

31.4 

保留児数※ 

０歳 363 72 62 9 19 

１歳 343 145 138 1 8 

２歳 411 172 164 1 7 

３歳 451 174 167 7 11 

４歳 471 168 174 0 1 

５歳 454 153 181 0 0 

計 2493 884 886 18 46 

項 目 H31.4 H30.4 H29.4 
現計画 

利用希望率 

0 歳児申込率 25.1% 19.9% 20.9% 22.2% 

1 歳児申込率 44.6% 41.5% 40.9% 40.1% 

2 歳児申込率 43.6% 43.4% 42.4% 44.8% 

3 歳児申込率 41.0% 38.0% 32.8% 45.1% 

4 歳児申込率 35.9% 33.6% 37.0% 46.1% 

5 歳児申込率 33.7% 35.4% 31.8% 46.2% 
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○時期子ども・子育て支援事業計画のポイント 

 ◇子ども・子育て支援事業計画の性質 

  ▽全ての児童が希望する施設に入所できるよう、定員数で確保策を設定する。 

  ⇒全ての年齢での入所保留児の解消。１歳で定員を増やしたら、２歳以降も同数を増やす必要有。 

  ⇒実際の入所は、各保育所が定員を超えて受け入れており、児童数が減少傾向にある中で施設整備

を進めると供給過剰となる。 

 

 ◇計画の枠組み 

  ▽次期計画は、R6年度末に保留児童数が解消するよう計画を策定。 

   ⇒進行管理(具体的な施設整備)は、待機児童の発生状況で行う。 

    ※施設整備の補助金は、待機児童が生じている自治体に有利に支給される。 

※特定の園を指定している世帯が、他の施設ができたから申し込むとは限らず、保護者の困窮度

は推し量れない。 

▽確保数の求め方=利用希望率×児童数 

⇒確保数の増減は、児童数の変動により決まる。 

   ⇒一方、計画の児童数は推計値であり、その数値に利用希望率を掛けて確保数を設定しているた

め、実際と差異が生じる事となる。 

 

 ◇0歳児のニーズ量の見込みがポイント 

  ▽0 歳の定員を増やすと、6 倍の定員を増やす必要がある。 

   ・いわゆる「保活」による、前倒しの入所希望がある。 

    ※0 歳児にとって、保育所での長時間の生活は負担がある。(市内認可保育所の見解。) 

  ▽考慮すべき事項【詳細は、前回会議資料参照】 

・育児休業の取得状況…女性 ： 82.2％(H30国調査) 

   ・「１歳から必ず利用できれば、１歳になるまで育児休業を取得したい」者…71.7%(無回答

20%) 

※1 歳になる前に復帰したいは 8.1%。 

   ・１年超の育児休業取得の希望…子どもが 1 歳までは 22.3% 

   ⇒現在の計画の利用希望率…22.2%を基本として調整する。 

 

 ◇H31.4の状況を踏まえた次期計画の検討の方向性 

  ▽対応の基本的方向性 

   ・保活による申請があること、0歳児は負担が大きいことを踏まえて、1歳児の利用希望率を高

めることで、0歳児の利用希望へ対応する。 

   ・3歳児の利用希望の増加は、幼稚園の預かり保育が無償化の対象となったことを踏まえ、幼稚

園の協力を得て対応する。 

   ・保育士の確保が非常に困難となっており、既存施設の最大限の有効活用を図る。 

①幼稚園の意向を踏まえた、幼稚園と連携した地域型保育事業の整備。 

    ②認可保育所の定員を超えた受け入れの考慮  
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○利用希望率(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇0歳児の利用希望増加への対応…1歳児の利用希望率の調整 

 

 

 

   ➀19人(入所保留児童数)/363 人(0 歳児数)=5.23% 

   ②9人(待機児童数)/363人(0歳児数)=2.48% 

   ⇒「➀」と「②」の中間値 3.86%を 1 歳児に加算する。 

 

 ◇3歳以上の利用希望率 

  ▽ニーズ調査の結果をそのまま反映する。 

 

 

〇人口推計 

 ◇就学前人口の減少率を近年の状況を踏まえ、設定した。 

年度 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 計 対前年度 

H31 363 343 411 451 471 454 2,493  ― 

R2 354  391  367  434  460  476  2,481  0.995  

R3 345  381  418  387  442  465  2,439  0.983  

R4 336  372  408  441  395  447  2,399  0.984  

R5 328  362  398  430  450  399  2,367  0.987  

R6 320  353  388  420  439  455  2,374  1.003  

   ※過去 5年間の推移は、末尾に参考資料として掲載。 

 

  

項 目 H31.4 H30.4 H29.4 

現計画 

利用希望

率 

新計画 

利用希望

率 

0 歳児申込率 25.1% 19.9% 20.9% 22.2% 22.2% 

1 歳児申込率 44.6% 41.5% 40.9% 40.1% 44.0% 

2 歳児申込率 43.6% 43.4% 42.4% 44.8% 44.8% 

3 歳児申込率 41.0% 38.0% 32.8% 45.1% 44.8% 

4 歳児申込率 35.9% 33.6% 37.0% 46.1% 44.8% 

5 歳児申込率 33.7% 35.4% 31.8% 46.2% 44.8% 

 31.4 

児童数 

31.4 

入所数 

31.4 

待機児数 

31.4 

保留児数※ 

０歳 363 72 9 19 
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〇計画初年度と最終年度のニーズ量 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⇒待機児童対策の内容と対応 

     ①令和３年度…小規模保育事業１か所(卒後の受け皿は幼稚園 R2 年度に整備費補助) 

      ・０歳～２歳、定員 19名以下。 

     ②令和４年度…小規模保育事業１か所(卒後の受け皿は幼稚園) 

      ・０歳～２歳、定員 19名以下。 

     ③令和６年度…計画上不足するニーズに対応する認可保育所１箇所 

      ・①と②の対策で不足する分を、全て織り込む。 

     

   ⇒実際の施設整備に係る進行管理は、待機児童の発生状況等で行う。 

(計画上、定員を超えた受け入れは想定されていないので、加味して進行管理。) 

 

 ◇量の見込みと確保策の表のつくりの案【各施設別の人数の精査中です。】 

 

  

項 目 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

2.4 児童人口 354 391 367 434 469 476 

利用希望率 0.222 0.44 0.448 0.451 0.451 0.451 

要確保数 79  172  164  196  212  215  

不足数 -17  -34  0  -29  -38  -34  

    
 

   

6.4 児童人口 320 353 388 420 439 440 

利用希望率 0.222 0.44 0.448 0.451 0.451 0.451 

要確保数 71  155  174  189  198  198  

:31.4 定員数 62 138 164 167 174 181 

不足数 -9  -17  -10  -22  -24  -17  

令和 2年度 
1 号 2 号 3 号 

計 
3 歳～5歳 0 歳 1 歳 2 歳 

➀量の

見込み 
子どもの人数(ニーズ量)       

②確保

の内容 教

育 

認定こども園(幼稚園型・教育)   ― ― ―  

幼稚園(施設型給付・教育)   ― ― ―  

幼稚園(私学助成・教育)   ― ― ―  

小 計   ― ― ―  

保

育 

認定こども園(幼稚園型・保育)   ―    

幼稚園(施設型給付・保育)   ― ― ―  

幼稚園(私学助成・保育)   ― ― ―  

認可保育所       

小 計       

地

域

型

等 

小規模保育事業(A 型)       

家庭的保育事業       

企業主導型保育事業(地域枠)       

小 計       

合 計       

➀ = ②       
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【関係資料】 

◇近年 4 月の保育所等の申込み状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇過去５年間の小学校就学前児童人口の状況 

  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

  (Ｈ27 年) (Ｈ28 年) (H29 年) (H30 年) (H31 年) 

0 歳 400 370 388 321 363 

前年差 17 -30 18 -67 42 

1 歳 405 425 408 402 343 

前年差 -6 20 -17 -6 -59 

2 歳 409 433 443 426 411 

前年差 -13 24 10 -17 -15 

3 歳 449 430 454 455 451 

前年差 0 -19 24 1 -4 

4 歳 449 454 451 458 471 

前年差 -5 5 -3 7 13 

5 歳 472 453 466 460 454 

前年差 -11 -19 13 -6 -6 

計 2,584 2,565 2,610 2,522 2,493 

前年差 -18 -19 45 -88 -29 

前年比 99.31% 99.26% 101.75% 96.63% 98.85% 

 

項 目 H31.4 H30.4 H29.4 

0 歳児数 363 人 321 人 388 人 

保育所等申込数 91 人 64 人 81 人 

申込率 25.1% 19.9% 20.9% 

1 歳児数 343 人 402 人 408 人 

保育所等申込数 153 人 167 人 167 人 

申込率 44.6% 41.5% 40.9% 

2 歳児数 411 人 426 人 443 人 

保育所等申込数 179 人 185 人 188 人 

申込率 43.6% 43.4% 42.4% 

3 歳児数 451 人 455 人 454 人 

保育所等申込数 185 人 173 人 149 人 

申込率 41.0% 38.0% 32.8% 

4 歳児数 471 人 458 人 451 人 

保育所等申込数 169 人 154 人 167 人 

申込率 35.9% 33.6% 37.0% 

5 歳児数 454 人 460 人 466 人 

保育所等申込数 153 人 163 人 148 人 

申込率 33.7% 35.4% 31.8% 
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地域子ども・子育て支援事業(13 事業)の主な変更点 

 

（１０）病児・病後児保育事業 

① 事業概要  

・病院・保育所に等に付設された専用スペース等において看護師等が一時的に保育等をする事業 

・ファミリーサポートセンター事業の中で、子育て援助活動事業（病児・緊急対応強化事業）で病児・

病後児を預かる事業。 

② 量の見込と確保方策 

 ・ニーズ量は、調査結果どおり。 

・平成 26 年度よりファミリーサポートセンター事業で病児・病後児預かりを開始。 

・確保方策は、令和４年度に病児・病後児保育事業を新たに開始し、ファミリーサポートセンター事

業の支援会員数を増やすことで利用者のニーズに対応。 

病児・病後児保育事業は、広域での設置を検討し、令和４年度からの受け入れを目指す。 

 

年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込 497 497 497 497  

確保 

方策 

（病児・病後児保育事業） ------ ------ 500 500 500 

子育て援助活動事業（病児・緊急対応強化事業） 10 10 10 10 10 

※病児・病後児保育事業は、広域での実施を想定し、１日２人、年間 240 日開所することを目安。 

 

（１１）放課後児童クラブ事業 

 対応方針等 

・各小学校区に公設民営のクラブを１か所ずつの実施を今後も継続していく。 

・待機児童が発生し長時間の利用が必要等の必要度の高い学校区を想定し、国庫補助の枠組みによ

る運営費助成を行う補助型事業の展開を図る。 

・放課後児童クラブの開所時間については、既に全ての公設民営の施設で保育所と同じ午後 7時ま

で延長して開所しており、この開所時間を維持継続する。 

 

放課後児童クラブの事業目標 

 

年度 ２年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み

(延人数) 

低学年 275 276 277 276 259 

高学年 163 162 161 161 162 

計 438 438 438 437 421 

確保方策 公設民営 5 5 5 5 5 

補助型 1 2 3 3 3 

計 6 7 8 8 8 


